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１．財政投融資を活用している事業の主な内容

２．財政投融資計画額等
（単位：億円）

３．当該事業の成果、社会・経済的便益など ４．当該事業に関する政策コスト分析の試算値

［政策コスト］ （単位：億円）

1.国からの補助金等
2.国への資金移転

1～2 小計

3.国からの出資金等の機会費用分
1～3 小計

4.欠損金の減少分

1～4 合計＝政策コスト (A)　

［投入時点別政策コスト内訳］ （単位：億円）

［経年比較分析］ （単位：億円）

 (A) 政策コスト（再掲）

［発生要因別政策コスト内訳］ （単位：億円）

［前提条件を変化させた場合］ （単位：億円）
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学校法人等に対し、私立学校の教育条件の維持・向上及び学生等に係る修学上の経済的負担の軽減や、私立学校経営の健全化 
を目的として、その設置する私立学校の校地・校舎等の施設設備の整備等に要する長期・低利資金の貸付事業を行っている。 

（参考）  財投対象外の主な事業としては、私立大学等経常費補助金の交付、助成金の交付、寄付金の受入れと配付、基金の募集 
        と資金の交付、経営支援・情報提供、短期給付（医療給付等）、長期給付（年金等）、福祉事業がある。 

 
（１） 融資実績等 

・ 昭和２７～平成１９年度融資実績 （累計） 

    ２兆５，４４５億円 （３６，２２０件） 

・ 平成１９年度融資実績 

          ３９０億円 （     ８７件） 

・ 平成１９年度末融資残高 

       ６，０６２億円 （  ３，２９１件） 

・ 平成２１年度融資計画額 

          ９１０億円 

 
（２） 社会・経済的便益 

  私立学校には、大学生の約８割、高校生の約３割、幼稚園児の

約８割が修学するなど、私立学校がわが国の公教育に果たす役

割の重要性に鑑み、一時的に多額の費用を必要とする施設整備

等の資金の一部を事業団が長期・低利で融資している。このこと

は、私立学校の個性豊かな教育研究活動の活性化を促し、わが

国の学校教育の向上に大きく貢献しているものであり、ひいては、

将来を担う人材育成や新技術の開発・新産業の創出等につなが

るなど、わが国の発展に大きく寄与するものとなっている。 

  本事業は、学校法人の資金需要に対して民間金融機関では対

応が困難な長期・低利の融資を行っている。また、政策課題に対

応した貸付条件の有利な融資の実施や災害復旧に対する融資な

どの緊急政策融資の実施等を行い、私立学校を設置する学校法

人の中長期的な経営の安定化や教育環境の整備充実に大きく貢

献している。 

 

① 学校法人の借入金に占める事業団融資の割合 

  高等学校以上を設置する学校法人の借入金の状況について

民間金融機関と比較した場合の事業団融資の割合（１９年度末）

は以下の通りである。 

 
  ・ 借入期間２０年    ··········  ８２．７％ 

  ・ 借入期間１０年以内 ··········  １５．７％ 

 
② 緊急政策融資の実施 

  政策課題に対応した貸付条件の有利な融資の累計額（１５年度

～１９年度）は以下の通りである。 

 

・ 私立大学ﾊｲﾃｸ・ﾘｻｰﾁ・ｾﾝﾀｰ等整備事業３，４９６，０００千円

・ 研究高度化関連施設 ７０，０００千円 

・ 次世代型学校施設整備事業 １４，９３９，０００千円 

・ 防災（地震）対策費 ７３５，５００千円 

 

２１年度の政策コストは１５億円である。２０年度と２１年度の前提金利の変化

による影響を捨象し、２１年度以降に発生する政策コストを比較すると、実質的

な政策コストは２０年度から９億円減少したと分析される。 

このような実質的なコスト増は、以下のような要因によるものと考えられる。 

・２１年度新規融資分によるコスト減（△４１億円） 

・ １９’，２０’運用残によるコスト増（＋２９億円） 

・ 貸倒償却の増等によるコスト増（＋３億円） 

＜参考＞ 

補助金・出資金等の２１年度予算計上額 

補助金等：     ― 

出資金等：   １１０億円 



５．分析における試算の概要及び将来の事業見通し等の考え方

６．補助金等が投入される理由、仕組み、国庫納付根拠法令等

７．特記事項など

①   事業団の政策コストの大宗は政策的に貸付金利を低く抑えるために投入された出資金の機会費用である。事業団の融資は、私立学校の教

育条件の維持及び向上並びに私立学校に在学する学生生徒等に係る修学上の経済的負担の軽減や学校法人の経営の安定化に寄与して

いる。 

②  「特殊法人等整理合理化計画」（平成１３年１２月１９日閣議決定）において、事業団は共済組合類型の法人として整理するが、「助成業務

には独立行政法人に準じた管理手法を導入する」こととされた。その後、１４年１２月に事業団法の一部が改正され、１５年１０月から中期目

標、中期計画、年度計画及び評価等について独立行政法人通則法の関係規定を準用し、会計についても独立行政法人会計基準によるこ

ととなった。 

③  これまでの政策コストの推移は以下の通り。 

       １３年度  １４年度    １５年度    １６年度    １７年度    １８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度 

       ４９億円  ２０億円    １８億円    ４５億円    ４７億円  ３５億円  ３３億円  ３０億円  １５億円 

  私立学校に対する低利融資を可能にし、その運用益で事務費等を賄うため、出資金が投入されている。この出資金は、事業団の資本金と

なり貸付けの財源となる。なお、１４年度より、出資金の追加が停止されていたが、２１年度補正予算において追加出資（１１０億円）された。 
（根拠法令等） 

  ・出資金規定 
    ＜日本私立学校振興・共済事業団法＞ 
    第５条  ２  政府は、必要があると認めるときは、予算で定める金額の範囲内において、事業団に追加して出資することができる。 
           ３  事業団は、前項の規定による政府の出資があったときは、その出資額により資本金を増加するものとする。 
・国庫納付規定 
    ＜日本私立学校振興・共済事業団法＞ 

    第３６条  事業団は、第２６条において準用する独立行政法人通則法第２９条第２項第１号に規定する中期目標の期間の最後の事業

年度に係る前条第１項又は第２項の規定による整理を行った後、助成業務の運営の健全性を勘案して文部科学省令で定める

額を超える額の積立金がある場合には、その超える部分の額に相当する金額を国庫に納付しなければならない。 

   ＜日本私立学校振興・共済事業団法施行規則＞ 
    第１２条  法第３６条第１項の文部科学省令で定める額は、２０億円とする。 

⑥ １９年度末におけるリスク管理債権の残高は１２６億円、貸倒引当金は８０億円となっている（貸倒引当金／貸付金＝ １．３３％）。 
今回の政策コスト分析期間中における貸倒償却は、新たに発生する滞納元金を見込んで１４２億円とした。  

⑦  事務費については、２２年度以降、新規融資にかかる経費を控除したうえで、中期計画の削減目標に準じて、減額して計上している。 

① 事業団の行う事業のうち、助成勘定で行っている貸付事業を試算の対象としている。 
 

② 既往の貸付金残高６，０３３億円（２０年度末予定額）に加え、２１年度の貸付計画（９１０億円）を実行した場合について試算して 

いる。 
 

③ 分析期間は、２１年度の貸付計画に基づく貸付金が全て回収されるまでの ２１年間となっている。 

 

④ 繰上償還については、２０・２１年度に５０億円の受入を予定していることから、これに基づき推計し、２２年度以降については、長期貸付金

残高の減少に応じて算出している。また、補償金付繰上償還（１０年１０月に制度導入）は過去の実績を踏まえ、各年度繰上償還受入額の

うち６億円を当該制度による受入分とし、それに伴う補償金収入も計上している。 
 

⑤ 貸倒償却については、１９年度末の破綻懸念先・実質破綻先・破綻先債権に分類した債権について、回収不能額の５１億円を２２年度か

ら３５年度までに償却している。また、２２年度以降に新たに発生する滞納元金については、破綻懸念先・実質破綻先・破綻先債権の１２年

度から１９年度における各年度の増加率を考慮して算出した率（０．２５％）により各年度の新規発生滞納元金を計算し、回収不能額の９１

億円を２２年度から事業完了年度（４１年度）まで償却している。 （単位：％）

（単位：％）
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　（参考）貸借対照表、損益計算書

貸借対照表 (単位：百万円)
区 分 19年度末実績 20見込 21計画 区 分 19年度末実績 20見込 21計画

（資産の部） （負債及び純資産の部）
流動資産 610,237 607,534 604,069 流動負債 64,242 64,775 61,084 
　現金及び預金 13,051 13,311 13,179  預り寄附金 10,782 10,782 10,782 
　有価証券 248 241 217  １年以内返済長期借入金 52,744 53,323 49,663 
　貸付金 600,645 597,761 594,527  未払金 59 59 59 
　貸倒引当金 △ 4,207 △ 4,295 △ 4,382  未払費用 566 520 489 
　未収入金 6 6 6  未払法人税等 3 3 3 
　未収収益 493 509 522  引当金
　貸倒引当金 △ 1 △ 1 △ 1 賞与引当金 75 75 75 
　その他 2 1 1  その他 13 13 13 
固定資産 8,482 8,367 8,253 固定負債 499,374 496,063 496,119 
 有形固定資産 1,409 1,373 1,338  長期預り寄附金 259 228 202 

建物 693 666 639  私学振興債券 48,000 56,000 64,000 
構築物 1 1 1 債券発行差額(△) △ 9 △ 9 △ 8 
車両運搬具 3 2 1  長期借入金 449,973 438,750 430,887 
工具器具備品 49 41 33  引当金
土地 663 663 663 退職給付引当金 1,151 1,095 1,037 

 無形固定資産 （負債合計） 563,616 560,839 557,203 
電話加入権 0 0 0 資本金

 投資その他の資産 7,073 6,994 6,915  政府出資金 48,969 48,969 48,969 
投資有価証券 5,355 5,357 5,359 資本剰余金
破産更生債権等 5,559 5,559 5,559  民間出えん金 5,346 5,352 5,358 
貸倒引当金 △ 3,842 △ 3,922 △ 4,003 利益剰余金 787 741 792 
その他 0 0 0  積立金 565 677 677        

　当期未処分利益 221 64 115 
　(うち当期総利益） (221) (64) (115)
 （純資産合計） 55,102     55,062 55,120

資　産　合　計 618,719 615,901 612,322 負債・純資産合計 618,719 615,901 612,322 

損益計算書 (単位：百万円)
区 分 19年度実績 20見込 21計画 区 分 19年度実績 20見込 21計画

（費用の部） （収益の部）
経常費用 363,858 355,147 351,360 経常収益 363,989 355,095 351,421
 業務費 363,121 354,047 350,686  補助金等収益 328,050 324,868 321,782
 一般管理費 628 660 638  貸付金利息 14,915 13,578 13,398
 雑損 109 440 35  寄附金収益 20,877 16,189 16,188
臨時損失 2 -          -           財務収益 24 5 5
 固定資産除却損 1 -          -           雑益 123 454 49
 前期損益修正損 1 -          -          臨時利益 96 119 57
税引前当期純利益 225 67 119  前期損益修正益 96 119 57
法人税、住民税及び事業税 3 3 3 
当期総利益 221 64 115 

合 計 364,085 355,214 351,478 合 計 364,085 355,214 351,478 

（注）　四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。




